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１ 

議案第６３号 

 

   平成２９年度久喜市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法(昭和22年法律第67号)第233条第3項の規定により、平成29年度久喜

市一般会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定に付する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 



 

２ 

議案第６４号 

 

   平成２９年度久喜市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法(昭和22年法律第67号)第233条第3項の規定により、平成29年度久喜

市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて

認定に付する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



３ 

議案第６５号 

平成２９年度久喜市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法(昭和22年法律第67号)第233条第3項の規定により、平成29年度久喜

市介護保険特別会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定

に付する。 

  平成３０年９月３日提出 

久喜市長  梅  田  修  一 



 

４ 

議案第６６号 

 

   平成２９年度久喜市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法(昭和22年法律第67号)第233条第3項の規定により、平成29年度久喜

市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付け

て認定に付する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



５ 

議案第６７号 

 

   平成２９年度久喜市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法(昭和22年法律第67号)第233条第3項の規定により、平成29年度久喜

市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付

けて認定に付する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



６ 

議案第６８号 

 

   平成２９年度久喜市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法(昭和22年法律第67号)第233条第3項の規定により、平成29年度久喜

市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付

けて認定に付する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



７ 

議案第６９号 

 

   平成２９年度久喜市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 平成29年度久喜市水道事業会計未処分利益剰余金を別紙のとおり処分したいの

で、議決を求める。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 未処分利益剰余金を処分したいので、地方公営企業法第32条第2項の規定によ

り、この案を提出するものであります。 

 

 

 

 

 



平成２９年度久喜市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

(単位　円)

減債積立金 建設改良積立金
未処分

利益剰余金
利益剰余金

合計

1,014,746,068 1,010,605,734 0 2,025,351,802

△ 304,153,868 △ 20,147,226 1,048,082,319 723,781,225

△ 304,153,868 0 304,153,868 0

0 △ 20,147,226 20,147,226 0

当年度純利益 0 0 723,781,225 723,781,225

平成２９年度末残高 710,592,200 990,458,508 1,048,082,319 2,749,133,027

308,762,915 90,918,785 △ 1,048,082,319 △ 648,400,619

処分後残高 1,019,355,115 1,081,377,293 0 2,100,732,408

減債積立金取崩額

処分額

平成２８年度末残高

平成２９年度変動額

利益剰余金

建設改良積立金取崩額

８



９ 

議案第７０号 

 

   平成２９年度久喜市水道事業会計決算認定について 

 

 地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第30条第4項の規定により、平成29年度

久喜市水道事業会計決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定に付する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０ 

議案第７１号 

 

   平成２９年度久喜市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 平成29年度久喜市下水道事業会計未処分利益剰余金を別紙のとおり処分したい

ので、議決を求める。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 未処分利益剰余金を処分したいので、地方公営企業法第32条第2項の規定によ

り、この案を提出するものであります。 

 

 

 

 

 



平成２９年度久喜市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

(単位　円)

減債積立金
未処分

利益剰余金
利益剰余金

合計

0 0 0

0 126,380,657 126,380,657

当年度純利益 0 126,380,657 126,380,657

平成２９年度末残高 0 126,380,657 126,380,657

126,380,657 △ 126,380,657 0

処分後残高 126,380,657 0 126,380,657

処分額

平成２９年度期首残高

平成２９年度変動額

利益剰余金

１１



１２ 

議案第７２号 

平成２９年度久喜市下水道事業会計決算認定について 

 地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第30条第4項の規定により、平成29年度

久喜市下水道事業会計決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定に付す

る。 

  平成３０年９月３日提出 

久喜市長  梅  田  修  一 



１３ 

議案第７３号 

 

   平成３０年度久喜市一般会計補正予算（第３号）について 

 

 平成30年度久喜市一般会計補正予算(第3号)を別冊のとおり提出する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一  

 



 

１４ 

議案第７４号 

 

   平成３０年度久喜市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 平成30年度久喜市国民健康保険特別会計補正予算(第1号)を別冊のとおり提出

する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



 

１５ 

議案第７５号 

 

   平成３０年度久喜市介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 平成30年度久喜市介護保険特別会計補正予算(第1号)を別冊のとおり提出する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



 

１６ 

議案第７６号 

 

   平成３０年度久喜市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

 

 平成30年度久喜市後期高齢者医療特別会計補正予算(第1号)を別冊のとおり提

出する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



１７ 

議案第７７号 

平成３０年度久喜市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）につい

て 

 平成30年度久喜市農業集落排水事業特別会計補正予算(第1号)を別冊のとおり

提出する。 

  平成３０年９月３日提出 

久喜市長  梅  田  修  一 



１８ 

議案第７８号 

 

平成３０年度久喜市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）につい

て 

 

 平成30年度久喜市土地区画整理事業特別会計補正予算(第1号)を別冊のとおり

提出する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



 

１９ 

議案第７９号 

 

   平成３０年度久喜市水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

 平成30年度久喜市水道事業会計補正予算(第1号)を別冊のとおり提出する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 

 

 



 

２０ 

議案第８０号 

 

   平成３０年度久喜市下水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

 平成30年度久喜市下水道事業会計補正予算(第1号)を別冊のとおり提出する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 

 

 



２１ 

議案第８１号 

 

   久喜市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市重度心身障害者医療費支給に関する条例(平成22年久喜市条例第139号)

の一部を次のように改正する。 

 第1条中「、重度心身障害者の」を「重度心身障害者の」に改める。 

 第2条第3項中「入院時」を削る。 

 第3条第1項第1号を次のように改める。 

 (1) 市内に住所を有するもの 

 第3条第1項第2号中「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律」の次に「(平成17年法律第123号)」を加え、「市の」を「本市の」に改

め、「障害者支援施設等」の次に「(共同生活援助を行う住居を含む。以下同

じ。)」を加え、「入所、入院又は入居をしている者(他市町村医療費助成金相当

給付の支給を受けている者を除く。)」を「入所し、入院し、又は入居している

者」に改め、同項第3号中「市が」を「市長が」に改め、同項第4号中「市が」を

「市長が」に、「市の」を「本市の」に改め、「(他市町村医療費助成金相当給

付の支給を受けている者を除く。)」を削り、同項第5号中「市が」を「市長が」

に改め、「知的障害者福祉法」の次に「(昭和35年法律第37号)」を加え、「市

の」を「本市の」に改め、「(他市町村医療費助成金相当給付の支給を受けてい

る者を除く。)」を削り、同項第6号中「市が」を「市長が」に、「市の」を「本

市の」に改め、「(他市町村医療費助成金相当給付の支給を受けている者を除

く。)」を削り、同項第7号を次のように改める。 

(7) 埼玉県から児童福祉法(昭和22年法律第164号)第24条の2第1項の規定によ

る障害児入所給付費の支給を受け、本市の区域外に設置されている指定障害

児入所施設等に入所し、又は入院している者(次に掲げる者に限る。) 

  ア 当該対象者の保護者が障害児入所給付費の支給を受け本市内に住所を有

するもの 

  イ 障害児入所給付費の支給を受けている保護者が住所を有しない場合又は

明らかでない場合において、保護者の現在地が本市内にあるもの 

 第3条第1項第11号を同項第12号とし、第8号から第10号までを1号ずつ繰り下げ、

第7号の次に次の1号を加える。 

 (8) 埼玉県から児童福祉法第24条の24第1項の規定による障害児入所給付費の

支給を受け、本市の区域外に設置されている指定障害児入所施設等に入所し、

又は入院している者(次に掲げる者に限る。) 

  ア 当該対象者が満18歳となる日の前日に当該対象者の保護者であった者



２２ 

(以下「保護者であった者」という。)が本市内に住所を有していたもの 

イ 保護者であった者がいない場合、保護者であった者が住所を有しない場

合又は保護者であった者の住所が明らかでない場合において、当該対象者

の所在が満18歳となる日の前日に本市内にあったもの 

第3条第2項に次の1号を加える。 

(5) 他の市町村(特別区を含む。)が実施する医療費の助成事業により、この

条例による医療費助成金に相当する給付を受けることができる者 

第4条を次のように改める。 

 (医療費助成金) 

第4条 市長は、対象者に係る医療の一部負担金(第2条第1項第3号に規定する重

度心身障害者が医療法(昭和23年法律第205号)第7条第2項第1号に規定する精神

病床に入院したときの一部負担金を除く。)の額に食事療養標準負担額の2分の

1又は生活療養標準負担額のうち食事療養標準負担額に相当する額の2分の1を

加算した額について、対象者への助成金の支給(以下「医療費助成」という。)

を行う。ただし、税の未申告その他の受給者の責めにより過分の自己負担があ

るときは、その額につき助成金の対象としない。 

第13条を第14条とし、第10条から第12条までを1条ずつ繰り下げる。 

第9条中「受給者」を「受給資格登録者」に改め、同条に次の1項を加える。 

2 受給者は、規則の定めるところにより所得の状況について市長に届け出なけ

ればならない。 

第9条を第10条とし、第8条を第9条とし、第7条を第8条とする。 

第6条第1項を次のように改める。 

  市長は、受給資格登録者のうち第4条第1項及び第5条第2項の規定により医療

費助成を受けることができるもの(以下「受給者」という。)に受給者証を交付

しなければならない。 

 第6条第2項中「前項において対象者でないと決定した」を「第5条第1項の規定

により医療費助成を行わない」に改め、同条を第7条とする。 

第5条中「医療費助成金の支給」を「医療費助成」に、「提出して、受給に必

要な事項の登録を受けなければならない」を「提出し、登録を受けるものとす

る」に改め、同条に次の2項を加える。 

2 市長は、前項の申請に基づき、第3条に定める対象者と認定したときは、当該

対象者を受給資格登録者として登録するものとする。 

3 市長は、受給者として登録しないときは、規則に定めるところにより申請者

に通知するものとする。 

第5条を第6条とし、第4条の次に次の1条を加える。 

(所得の制限等) 



２３ 

第5条 前条の規定にかかわらず、対象者の前年(1月から9月までの間に対象者と

なる手続が行われる場合は前々年)の所得が特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律施行令(昭和50年政令第207号。以下この項において「政令」という。)

第7条に規定する額を超えた場合は、その年の10月から翌年9月までの医療保険

各法又はその他の規定による医療給付に係る医療費助成は行わない。この場合

において、当該所得の範囲は政令第4条に規定する所得の範囲とし、所得の額

の計算方法は政令第5条の例によるものとする。 

2 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、対象者の所有に係る

住宅若しくは家財又は主たる生業の維持に供する田畑、宅地、家屋、機械、器

具その他事業の用に供する固定資産(鉱業権、漁業権その他無形減価償却資産

を除く。)につき被害金額(保険金、損害賠償金等により補充された金額を除

く。)がその価格のおおむね2分の1以上である損害を受けた場合、その損害を

受けた日から翌年の9月30日までの医療保険各法その他の規定による医療給付

に係る医療費助成については、前項の規定を適用しない。 

 

   附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成31年1月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例の施行の際現に受給者証の交付を受けている者に対する所得の状況

の届出については、平成34年8月31日までの間は、この条例による改正後の久

喜市重度心身障害者医療費支給に関する条例(次項において「新条例」とい

う。)第10条第2項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 この条例の施行の際現に受給者証の交付を受けている者に対する所得の制限

等及び受給者証の交付については、平成34年9月30日までの間は、新条例第5条

及び第7条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 対象者を真に経済的な支援を必要とする低所得者に限定し、応能負担とするこ

とで、負担の公平を図るため、この案を提出するものであります。 

 



２４ 

議案第８２号 

 

   久喜市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 

 久喜市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例(平

成26年久喜市条例第20号)の一部を次のように改正する。 

 第10条第3項第4号を次のように改める。 

 (4) 教育職員免許法(昭和24年法律第147号)第4条に規定する免許状を有する

者 

第10条第3項第5号中「これ」を「これら」に改め、「卒業した者」の次に

「(当該学科又は当該課程を修めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修

了した者を含む。)」を加え、同項に次の1号を加える。 

(10) 5年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市長が適当と

認めたもの 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第10条第3項第5号の改正規定

(「これ」を「これら」に改める部分を除く。)は、平成31年4月1日から施行する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める省令の一部改正

等に伴い、所要の改正を行いたいので、この案を提出するものであります。 

 

 



２５ 

議案第８３号 

 

   久喜市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市手数料条例(平成22年久喜市条例第68号)の一部を次のように改正する。 

 第5条第1項第4号中「第80項」を「第84項」に改める。 

 第6条中「第63項」を「第65項」に改める。 

 別表第2中第90項を第92項とし、第52項から第89項までを2項ずつ繰り下げ、同

表第51項事務の種別の欄中「仮設建築物」を「仮設興行場等」に、同項手数料の

名称の欄中「仮設建築物建築許可申請手数料」を「仮設興行場等建築許可申請手

数料」に改め、同項を同表第52項とし、同項の次に次の1項を加える。 

53 建築基準法第85条

第6項の規定に基

づく特別な仮設興

行場等の建築の許

可の申請に対する

審査 

特別仮設興行場等

建築許可申請手数

料 

160,000円 

別表第2中第50項を第51項とし、第16項から第49項までを1項ずつ繰り下げ、同

表第15項中「第43条第1項ただし書」を「第43条第2項第2号」に改め、同項を同

表第16項とし、同表第14項の次に次の1項を加える。 

15 建築基準法第43条

第2項第1号の規定

に基づく建築の認

定の申請に対する

審査 

建築物の敷地と道

路との関係の建築

認定申請手数料 

27,000円 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴い、新たに規定される手続きの事

務手数料を定めるため、この案を提出するものであります。 



２６ 

議案第８４号 

 

   久喜市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例(平成22年久喜市条例第215

号)の一部を次のように改正する。 

第3条第3項及び第4条中「別表第1」を「別表」に改める。 

別表第1第3負担区の項中「並びに伊坂の一部」を「、伊坂の一部並びに松永の

一部」に改め、同表を別表とする。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 受益者負担金を徴収する新たな区域を定めるため、この案を提出するものであ

ります。 

 

 



２７ 

議案第８５号 

 

   久喜市立幼稚園保育料等検討委員会条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市立幼稚園保育料等検討委員会条例(平成22年久喜市条例第256号)の一部

を次のように改正する。 

第3条第1項中「20人」を「15人」に改め、同条第3項を削る。 

第7条を第8条とし、第4条から第6条までを1条ずつ繰り下げ、第3条の次に次の

1条を加える。 

(委員の任期) 

第4条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 国が定める保育料の上限額が改正され、久喜市立幼稚園保育料等徴収条例の一

部改正が必要となったため、保育料等の検討が迅速に行えるよう、この案を提出

するものであります。 

 

 



２８ 

議案第８６号 

財産の取得について 

次のとおり財産を取得することについて、議決を求める。 

１ 財 産 の 種 類  ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車 

２ 数 量  3台 

３ 取 得 金 額  54,756,000円 

４ 契約の相手方  埼玉県さいたま市南区辻4丁目18番10号 

埼玉消防機械株式会社中央支店 

支店長 保 泉 和 男 

  平成３０年９月３日提出 

久喜市長  梅  田  修  一 

提案理由 

 消防団消防ポンプ自動車を取得したいので、久喜市議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例第3条の規定により、この案を提出するも

のであります。 



２９ 

議案第８７号 

 

   久喜市環境基本計画の変更について 

 

 久喜市環境基本計画改訂版を別冊のとおり提出する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 本市の環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

久喜市環境基本条例に基づき、久喜市環境基本計画を変更することについて、久

喜市議会の議決すべき事件を定める条例第2条第1号の規定により、この案を提出

するものであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３０ 

議案第８８号 

 

   路線の認定について 

 

 次のとおり市道路線を認定することについて、議決を求める。 

 

路 線 名 起  点 終  点 
主要な 

経過地 

鷲宮1565号線 久喜市久本寺 久喜市久本寺  

鷲宮1566号線 久喜市久本寺 久喜市久本寺  

鷲宮1567号線 久喜市久本寺 久喜市久本寺  

 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

 市道として認定したいので、道路法第8条第2項の規定により、この案を提出す

るものであります。 



３１ 

報告第１１号 

継続費精算報告について 

 平成29年度久喜市一般会計予算の継続費に係る青葉小学校プール改築事業が完

了したので、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第145条第2項の規定により、

別紙のとおり報告する。 

  平成３０年９月３日提出 

久喜市長  梅  田  修  一 



特　　定　　財　　源 特　　定　　財　　源 特　　定　　財　　源

国県支出金 地方債 その他 国県支出金 地方債 その他 国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

28 193,794,000 14,174,000 114,600,000 0 65,020,000 143,448,880 14,174,000 114,600,000 0 14,674,880 50,345,120 0 0 0 50,345,120

29 109,871,000 11,271,000 75,200,000 0 23,400,000 159,550,520 11,271,000 74,900,000 0 73,379,520 △ 49,679,520 0 300,000 0 △ 49,979,520

計 303,665,000 25,445,000 189,800,000 0 88,420,000 302,999,400 25,445,000 189,500,000 0 88,054,400 665,600 0 300,000 0 365,600

１０教育費 ２小学校費
青葉小学校プー
ル改築事業

平成２９年度久喜市継続費精算報告書

款 項 事業名
年度

左　　の　　財　　源　　内　　訳

支出済額

実　 　績 比　 　較全 　体　 　計　 　画

年割額
年割額と支出

済額の差

左　　の　　財　　源　　内　　訳

一般財源 一般財源 一般財源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

 ３２



３３ 

報告第１２号 

継続費精算報告について 

 平成29年度久喜市水道事業の継続費に係る吉羽・本町浄水場受変電設備及び配

水設備更新工事及び森下浄水場中央監視設備及び配水ポンプ設備更新工事が完了

したので、地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第18条の2第2項の規定

により、別紙のとおり報告する。 

  平成３０年９月３日提出 

久喜市長  梅  田  修  一 



国庫補助金 企業債
損益勘定
留保資金

国庫補助金 企業債
損益勘定
留保資金

国庫補助金 企業債
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
28 647,352,000 0 0 647,352,000 561,816,000 0 0 561,816,000 85,536,000 0 0 85,536,000

29 551,448,000 0 0 551,448,000 419,369,400 0 0 419,369,400 132,078,600 0 0 132,078,600

計 1,198,800,000 0 0 1,198,800,000 981,185,400 0 0 981,185,400 217,614,600 0 0 217,614,600

28 243,024,000 0 0 243,024,000 243,024,000 0 0 243,024,000 0 0 0 0

29 94,508,000 0 0 94,508,000 87,580,200 0 0 87,580,200 6,927,800 0 0 6,927,800

337,532,000 0 0 337,532,000 330,604,200 0 0 330,604,200 6,927,800 0 0 6,927,800

年度 年割額と
支払義務

発生額の差

実　 　績

年割額

左　　の　　財　　源　　内　　訳 左　　の　　財　　源　　内　　訳左　　の　　財　　源　　内　　訳

比　 　較

支払義務
発生額

全 　体　 　計　 　画

１資本的支出 １建設改良費

吉羽・本町浄水場
受変電設備及び配
水設備更新工事

平成２９年度久喜市水道事業継続費精算報告書

款 項 事業名

計

森下浄水場中央監
視設備及び配水ポ
ンプ設備更新工事

 ３４



３５ 

報告第１３号 

平成２９年度決算に係る財政健全化に関する比率の報告について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)第3条第1項及

び第22条第1項の規定により、平成29年度における久喜市の健全化判断比率及び

資金不足比率を、別紙のとおり監査委員の意見を付けて報告する。 

  平成３０年９月３日提出 

久喜市長  梅  田  修  一 



３６ 
財政健全化に関する比率 

健全化判断比率 （単位：％） 
実 質 赤 字 比 率   － （ １１．７８ ） 
連 結 実 質 赤 字 比 率   － （ １６．７８ ） 
実 質 公 債 費 比 率 ７．０  （ ２５．０ ） 
将 来 負 担 比 率 ２６．２  （ ３５０．０ ） 

備考 
１ 実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていないことから、実質赤字比   率及び連結実質赤字比率については、「－」を記載しています。 
２ 早期健全化基準を、括弧内に記載しています。 
資金不足比率 （単位：％） 
農業集落排水事業特別会計   － （ ２０．０ ） 
土地区画整理事業特別会計   － （ ２０．０ ） 
水 道 事 業 会 計   － （ ２０．０ ） 
下 水 道 事 業 会 計   － （ ２０．０ ） 

備考 
１ いずれの特別会計においても資金不足額が生じていないことから、資   金不足比率については、「－」を記載しています。 
２ 経営健全化基準を、括弧内に記載しています。 



３７ 
久監査第１８９号 

平成３０年８月８日 

 

久喜市長 梅 田 修 一 様 

 

 

久喜市監査委員 菊 地 雅 之  

久喜市監査委員 並 木 隆 一 

 

 

財政健全化審査意見の提出について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付された平
成２９年度決算に係る健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審

査したので、別紙のとおりその意見を提出する。 

 

 

 

 

  

写 



３８ 
別紙 

平成２９年度 財政健全化審査意見書 

１ 審査の概要 

この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼と

して実施した。 

２ 審査の結果 

(１) 総合意見

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

記 

（単位：％） 

健全化判断比率 平成２９年度 平成２８年度 早期健全化基準 

① 実質赤字比率 ― ― 11.78 

② 連結実質赤字比率 ― ― 16.78 

③ 実質公債費比率 7.0 7.8 25.0 

④ 将来負担比率 26.2 40.5 350.0 

(２) 個別意見

① 実質赤字比率について

平成 29 年度一般会計等の実質収支は黒字となっており、実質赤字比

率は早期健全化基準の 11.78％と比較すると、良好な状態にあると認め

られる。

② 連結実質赤字比率について

平成 29 年度の連結実質収支は黒字となっており、連結実質赤字比率

は早期健全化基準の 16.78％と比較すると、良好な状態にあると認めら

れる。

③ 実質公債費比率について

平成 29年度の実質公債費比率は 7.0％となっており、前年度より 0.8

ポイントの減となった。 

早期健全化基準の 25.0％と比較すると、これを下回り良好な状態にあ

ると認められる。 



３９ 
④ 将来負担比率について    平成 29年度の将来負担比率は 26.2％となっており、前年度より 14.3

ポイントの減となった。 

早期健全化基準の 350.0％と比較すると、これを下回り良好な状態に

あると認められる。 

 

 (３)  是正改善を要する事項 

指摘すべき事項は特にない。 

 

 



４０ 
久監査第１９１号 

平成３０年８月８日 

 

久喜市長 梅 田 修 一 様 

                   久喜市監査委員 菊地 雅之                        久喜市監査委員 並木 隆一 

 

 

経営健全化審査意見の提出について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により審査に付された
平成２９年度決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審

査したので、別紙のとおりその意見を提出する。 

写 



４１ 
別紙１ 

 

平成２９年度 農業集落排水事業特別会計 (法非適用企業) 

経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼とし

て実施した。 

 

２ 審査の結果 

(１)  総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

記 

比率名 平成 29年度 平成 28年度 経営健全化基準 

 

 ①資金不足比率 

 

 

― 

 

― 

(％) 

20.0 

 

(２)  個別意見 

資金の不足は生じていないことから、資金不足比率は経営健全化基準の

20.0％と比較すると、良好な状態にあると認められる。 

 

(３)  是正改善を要する事項 

指摘すべき事項は特にない。 

 



４２ 
別紙２ 

 

平成２９年度 土地区画整理事業特別会計 (法非適用企業) 

経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼とし

て実施した。 

 

２ 審査の結果 

(１)  総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

記 

比率名 平成 29年度 平成 28年度 経営健全化基準 

 

 ①資金不足比率 

 

 

― 

 

― 

(％) 

20.0 

 

(２)  個別意見 

資金の不足は生じていないことから、資金不足比率は経営健全化基準の

20.0％と比較すると、良好な状態にあると認められる。 

 

(３)  是正改善を要する事項 

指摘すべき事項は特にない。 



４３ 
別紙３ 

 

平成２９年度 水道事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼とし

て実施した。 

 

２ 審査の結果 

(１)  総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

記 

比率名 平成 29年度 平成 28年度 経営健全化基準 

 

 ①資金不足比率 

 

 

― 

 

― 

(％) 

20.0 

 

(２) 個別意見      資金の不足は生じていないことから、資金不足比率は経営健全化基準の

20.0％と比較すると、良好な状態にあると認められる。 

 

(３) 是正改善を要する事項 

指摘すべき事項は特にない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４４ 
別紙４ 

 

平成２９年度 下水道事業会計経営健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼とし

て実施した。 

 

２ 審査の結果 

(１) 総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

記 

比率名 平成 29年度 平成 28年度 経営健全化基準 

 

 ①資金不足比率 

 

 

― 

 

― 

(％) 

20.0 

 

(２)  個別意見 

資金の不足は生じていないことから、資金不足比率は経営健全化基準の

20.0％と比較すると、良好な状態にあると認められる。 

 

(３) 是正改善を要する事項 

指摘すべき事項は特にない。 

 

 



４５ 

報告第１４号 

 

   専決処分の報告について 

 

 器物破損事故による損害賠償の額を定めることについて、地方自治法(昭和22

年法律第67号)第180条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同

条第2項の規定により、報告する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

 

 



４６ 

専 決 処 分 書 

 

 次のとおり器物破損事故による損害賠償の額を定めることについて、地方自治

法(昭和22年法律第67号)第180条第1項の規定により、専決処分する。 

 

１ 損害賠償額  118,800円 

２ 相 手 方  久喜市西大輪2085番地 

         石 川 清 澄 

３ 事故の概要 

   平成30年7月11日午前11時00分頃、職員が久喜市西大輪地内のコスモス

ふれあいロードにおいて乗用型トラクターで耕運作業を実施していたとこ

ろ、隣接する住宅のブロック塀と接触し破損させた。 

 

 平成３０年７月１９日 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



４７ 

報告第１５号 

 

   専決処分の報告について 

 

 器物破損事故による損害賠償の額を定めることについて、地方自治法(昭和22

年法律第67号)第180条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同

条第2項の規定により、報告する。 

 

  平成３０年９月３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

 

 



４８ 

専 決 処 分 書 

 

 次のとおり器物破損事故による損害賠償の額を定めることについて、地方自治

法(昭和22年法律第67号)第180条第1項の規定により、専決処分する。 

 

１ 損害賠償額  298,233円 

２ 相 手 方  杉戸町高野台西1丁目2番地1-306 

         市 瀬   啓 

３ 事故の概要 

   平成30年6月12日、強風の影響で久喜中学校職員駐車場脇に植えてある

桜の木の枝が折れ、相手方が所有する自家用車のフロントガラス及びボン

ネットの上に落下し、フロントガラスが割れ、ボンネットがへこむ損傷を

与えた。 

 

 平成３０年８月８日 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    
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